
 

 

 

2026 年 4月 1 日 

 

機構改革・人事異動のお知らせ 

 

荏原製作所は、下記の通り機構改革および人事異動を決定いたしましたのでお知らせいたします。 

発令日：2026 年 4月 1日 

 

１．機構改革 

【コーポレート】 

 経営企画統括部 

ガバナンス推進部を「コーポレートガバナンス部」に改称する 

 

 経理財務統括部 

「グループ財務部」を新設する 

「単体経理財務部」を新設する 

「連結経理部」を新設する 

 

 人事統括部 

「障がい者雇用推進部」を新設する 

 

【エネルギーカンパニー】 

 富津生産統括部 

インフラカンパニー管下の生産統括部をエネルギーカンパニーに移管し、「富津生産統括部」に

改称する 

インフラカンパニー企画管理統括部管下の「品質保証部」をエネルギーカンパニーの富津生産統

括部に移管する 

インフラカンパニー企画管理統括部管下の「調達部」をエネルギーカンパニー富津生産統括部に

移管するとともに、「グローバル SCM部」に改称する 

 

 

 

 



 

 

 

２．人事異動 

新職 旧職 継続職 氏名 

【コーポレート】    

新事業開発統括部事業戦略部長   杉谷 周彦 

CFO 管下 経営企画統括部長 

建築・産業カンパニー企画管理統

括部 EMEA（欧州・中東・アフリ

カ）地域部長 

 松下 実 

CFO 管下 経営企画統括部経営企画

部長 

精密・電子カンパニー経営戦略統

括部経営企画部長 
 玉理 裕介 

CFO 管下 経営企画統括部コーポレ

ートガバナンス部長 

CFO 管下 経営企画統括部ガバナン

ス推進部長 
 大川 理香 

CFO 管下 IR・広報統括部 IR 部長 
CIO管下 情報通信統括部戦略企画

部長 
 牧 宏至 

CFO 管下 経理財務統括部グループ

財務部長 
  皐月 久美子 

CFO 管下 経理財務統括部単体経理

財務部長 
  中田 寿子 

CFO 管下 経理財務統括部連結経理

部長 
CFO 管下 経理財務統括部財務部長  栃尾 禎 

CHRO 管下 人事統括部障がい者雇

用推進部長 
  遠藤 悦也 

CRO 管下 拠点管理統括部総務部長   田井 一成 

CRO 管下 拠点管理統括部北陸支社

長 
  上野 修 



 

 

 

新職 旧職 継続職 氏名 

CRO 管下 拠点管理統括部東北支社

長 
  藤澤 稔 

CIO管下 情報通信統括部戦略企画

部長 
  上村 善弘 

CTO 管下 技術経営戦略統括部 CPS

推進部長 
  足原 浩介 

    

【精密・電子カンパニー】    

経営戦略統括部経営企画部長   鎌田 祐亮 

アカウントサクセス統括部アカウン

トサクセス第二部長 
  竹内 秀樹 

    

【エネルギーカンパニー】    

企画管理統括部ビジネスプロセスコ

ントロール部長 
  山本 泰司 

富津生産統括部長 インフラカンパニー生産統括部長  岩元 雅信 

富津生産統括部技術計画部長 
インフラカンパニー生産統括部技

術計画部長 
 山口 典男 



 

 

 

新職 旧職 継続職 氏名 

富津生産統括部設計部長 
インフラカンパニー生産統括部設

計部長 
 瀧上 敦彦 

富津生産統括部生産技術部長 
インフラカンパニー生産統括部生

産技術部長 
 武田 慎也 

富津生産統括部生産部長 
インフラカンパニー生産統括部生

産部長 
 安西 嘉行 

富津生産統括部グローバル SCM 部

長 

インフラカンパニー企画管理統括

部調達部長 
 阿久田 昌信 

富津生産統括部品質保証部長 
インフラカンパニー企画管理統括

部品質保証部長 
 渋谷 健一郎 

    

【建築・産業カンパニー】    

SCM統括部 SCM 推進部長  SCM統括部長 高梨 圭介 

企画管理統括部 EMEA（欧州・中

東・アフリカ）地域部長 
  小林 隆介 

    

【インフラカンパニー】    

インフラカンパニープレジデント   甲斐 正之 



 

 

 

新職 旧職 継続職 氏名 

企画管理統括部調達部長   松本 正一 

企画管理統括部品質保証部長   渡邊 和久 

システム事業統括部技術計画部長   山口 典男 

システム事業統括部鈴鹿工場長   田中 宏樹 

    

【環境カンパニー】    

環境カンパニープレジデント インフラカンパニープレジデント  太田 晃志 

 

 

ー 荏原グループについて ー 

荏原グループは、長期ビジョンと中期経営計画に基づき、事業活動を通じて社会課題を解決し、持続可

能な社会の実現と企業価値のさらなる向上を図っていきます。 

 


